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「指定介護老人福祉施設」重要事項説明書 

 

当施設は介護保険の指定を受けています。（事業所番号 ４３７０２００４０６） 

 

 

当事業者は、契約者（利用者）に対して指定介護老人福祉施設サービスを提供します。施設の概要

や提供されるサービスの内容、契約上ご注意いただきたいことを、次の通り説明します。 

 

 ※ 当施設の入所は、原則として要介護認定の結果「要介護３～５」と認定された方が対象となり

ます。要介護１又は２であっても、やむを得ない事情により居宅での生活が著しく困難であると

認められる場合には、市町村の適切な関与の下、当施設にて設置している入所検討委員会におけ

る検討を経て、特例的に入所を認める場合があります（特例入所）。 

 

 

１．事業者 

（１）法 人 名   社会福祉法人 ま心苑会 

（２）法人所在地   八代市敷川内町２２５１番地の１ 

（３）電 話 番 号   ０９６５－３１－７６００ 

（４）代表者氏名   理事長  山本 正 

（５）設立年月日   １９９４年７月６日 

 

 

２．ご利用施設 

（１）事業所の種類  指定介護老人福祉施設  

指定年月日  ２０２０年４月１日 熊本県指令高齢第９５号 

事業所番号  ４３７０２００４０６ 

（２）施設の目的 

指定介護老人福祉施設は、介護保険法令に従い、契約者がその有する能力に応じ可能な限り

自立した日常生活を営むことができるように支援することを目的として、契約者に日常生活を

営むために必要な居室及び共同施設等をご利用いただき、介護老人福祉施設サービスを提供し

ます。 

    この施設は、身体上又は精神上障害があるために常時の介護を必要とし、かつ、居宅におい

てこれを受けることが困難な方がご利用いただけます。 

 

（３）施設の名称  特別養護老人ホーム ま心苑 

（４）施設の所在地  八代市敷川内町２２５１番地の１ 

（５）電 話 番 号  ０９６５－３１－７６００ 

（６）施設長（管理者）氏名  山本 啓宏 

（７）当施設の運営方針 

    利用者本意の立場から選ばれる施設としてその役割を発揮し、利用者の自立支援に努め、職

員は意識改革を図り謙虚さと向上心を持ち、協力してサービスの質の向上に努める。 

 

（８）開設年月日  １９９４年１１月１日 

（９）利 用 定 員  ５０人 
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３．居室の概要 

・居室等の概要 

    当施設では、以下の居室・設備をご用意しています。入居される居室は、原則として４人部

屋ですが、個室など他の種類の居室への住居を希望される場合には、その旨お申し出下さい。 

   但し、契約者の心身の状況や居室の空き状況によりご希望に添えない場合もあります。 

     １人部屋   １５室        食 堂    １室 

     ２人部屋    ６室        機能訓練室  １７２．８８㎡ 

     ３人部屋    １室        浴 室    ２室 

     ４人部屋    ５室        医務室    １室 

 

※ 上記は、厚生労働省が定める基準により、義務づけられている施設・設備です。 

  この施設・設備のご利用にあたって、従来型個室、多床室（２人部屋・３人部屋・４人部屋）の

居住費の負担があります。別紙１「料金表」にて説明します。 

 

☆ 居室の変更：契約者から居室の変更希望の申し出があった場合は、居室の空き状況により、施設

でその可否を決定します。また、契約者の心身の状況により居室を変更する場合があります。 

 その際には、契約者や家族等と協議のうえ決定するものとします。 

 

 

４．職員の配置状況 

  当施設では、契約者に対して指定介護福祉施設サービスを提供する職員として、以下の種類の職

員を配置しています。 

（１）介護職員 

   ３名の利用者に対し１名の職員の介護職員を配置しています。 

   契約者の日常生活上の介護並びに健康保持の相談・助言等を行います。 

（２）看護職員 

   ２名以上の看護職員の配置をしています。 

   契約者の健康管理や療養上の世話を行いますが、日常生活上の介護・介助も行います。 

（３）生活相談員 

   １名以上の生活相談員を配置しています。 

   契約者の日常生活上の相談に応じ、適宜生活支援を行います。 

（４）管理栄養士 

   １名の管理栄養士を配置しています。 

   契約者の栄養や、心身の状況、および嗜好を考慮した献立を作成します。 

（５）機能訓練指導員 

   １名の機能訓練指導員を配置しています。 

   契約者の機能訓練を担当します。 

（６）介護支援専門員 

   １名の介護支援専門員を配置しています。 

   契約者に係る施設サービス計画（ケアプラン）を作成します。 

（７）医師 

   １名の嘱託医を配置しています。 

   契約者の健康管理や療養上の指導を行います。 

 

※ 常勤換算：職員それぞれの週あたりの勤務延時間数を当施設における常勤職員の所定勤務時間数

で除した数（例）週８時間勤務の介護職員が５名いる場合、常勤加算では１名（８時間×５名÷ 

 ４０時間＝１名） 
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＜主な職種の勤務体制＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．施設サービスの概要と利用料 

  （※料金については、別紙１「料金表」を参照） 

  当施設では、契約者に対して、以下のサービスを提供します。 

  当施設が提供するサービスについて 

・利用料金が介護保険から給付される場合 

・利用料金の全額を契約者に負担いただく場合があります。 

（１）介護保険給付の対象となるサービス 

  以下のサービスについては、利用料金の大部分が介護保険から給付されます。 

 ＜サービスの概要＞ 

 ①食 事 

  ・当施設では、栄養士（管理栄養士）の立てる献立表により、栄養並びに契約者の身体の状況お

よび嗜好を考慮した食事を提供し、一人一人の心身状態の応じた栄養マネジメントを実施して

います。食事開始時間・食事場所・メニューの選択も出来ます。 

  ・契約者の自立支援のため離床して、食堂にて食事をとっていただくことを原則としています。 

  （食事時間） 

   朝食 ８：００～９：００ 昼食 １２：００～１３：００ 夕食 １７：００～１９：００ 

 ②口腔ケア 

  ・口腔内の疾病予防・誤嚥性肺炎予防の為、毎食後実施します。 

  ・口腔の持つ機能を向上させ、生活リズムの維持や食欲の増進を図ります。 

③入 浴 

 ・入浴又は清拭を週２回以上契約者の状態に合わせ行います。 

  ・寝たきり等で座位保持がとれない方も機械浴槽を使用して入浴することができます。 

 ④排 泄 

  ・排泄の自立を促すため、契約者の身体能力を最大限活用した援助を行います。 

 ⑤機能訓練 

  ・機能訓練指導員により、契約者の心身等の状況に応じて、日常生活を送るのに必要な機能の回

復またはその減退を防止するための訓練を実施します。 

 ⑥健康管理 

  ・医師や看護職員が、健康管理を行います。 

職種 勤務体制 

１．医師 毎週月・金曜日 １５：００～１７：００ 

２．介護職員 早 出１ 

早 出２ 

日 勤１ 

日 勤２ 

遅 出１ 

遅 出２ 

超 遅出 

夜 勤      

６：３０～１５：３０   

７：００～１６：００   

８：００～１７：００   

８：３０～１７：３０   

９：００～１８：００   

９：３０～１８：３０ 

１０：３０～１９：３０ 

１６：３０～ ９：３０ 

３．看護職員 日 勤 

遅 出 

夜間待機看護職員 

８：００～１７：００   

９：００～１８：００   

１８：００～ ８：００   

４．機能訓練指導員 日 勤 

遅 出 

８：００～１７：００ 

９：００～１８：００ 



 4 

 ⑦その他自立への支援 

  ・寝たきり防止のため、できるかぎりの離床に配慮します。 

  ・生活リズムを考え、毎朝夕の着替えを行うよう配慮します。 

・清潔で快適な生活が送れるよう、適切な整容が行われるように援助します。 

・快適な生活が送れるよう、湿度・室温の管理を行います。 

 

（２）介護保険給付の対象となるサービス費用（円／介護保険の給付率９０％の場合） 

 ①基本的な費用（１日あたり）   （契約書第６条参照） 

 （一）介護福祉施設サービス費（Ⅰ）＜従来型個室＞ 

要介護度 要介護度１ 要介護度２ 要介護度３ 要介護度４ 要介護度５ 

１．サービス利用料金（A） 5,890 円 6,590 円 7,320 円 8,020 円 8,710 円 

２．うち、介護保険から  

給付される金額 
5,301 円 5,931 円 6,588 円 7,218 円 7,839 円 

３．サービス利用に係る 

自己負担額（１割負担） 
589 円 659 円 732 円 802 円 871 円 

 ２割負担の方（A×0.2） 1,178 円 1,318 円 1,464 円 1,604 円 1,742 円 

３割負担の方（A×0.3） 1,767 円 1,977 円 2,196 円 2,406 円 2,613 円 

 

（二）介護福祉施設サービス費（Ⅱ）＜多床室＞ 

要介護度 要介護度１ 要介護度２ 要介護度３ 要介護度４ 要介護度５ 

１．サービス利用料金（A） 5,890 円 6,590 円 7,320 円 8,020 円 8,710 円 

２．うち、介護保険から  

給付される金額 
5,301 円 5,931 円 6,588 円 7,218 円 7,839 円 

３．サービス利用に係る 

自己負担額（１割負担） 
589 円 659 円 732 円 802 円 871 円 

２割負担の方（A×0.2） 1,178 円 1,318 円 1,464 円 1,604 円 1,742 円 

３割負担の方（A×0.3） 1,767 円 1,977 円 2,196 円 2,406 円 2,613 円 

  

②基本的な費用に係る加算 

加 算 費 用 具体的な内容等 

個別機能訓練加算（Ⅰ） １２円／日 
機能訓練指導員を１名以上配置し、作成した個別機能

訓練計画に基づき、計画的に機能訓練を行っている。 

看護体制加算（Ⅰ）  ６円／日 
常勤の看護師を１名以上配置している。 

看護体制加算（Ⅱ） １３円／日 
常勤の看護師を２名以上配置し、２４時間連絡できる

体制を確保している。 

夜勤職員配置加算（Ⅲ） ２８円／日 

夜勤配置職員を基準より１名以上配置し、看護職員又

は喀痰吸引等の実施ができる介護職員を配置している

（夜勤時間帯 １６：３０～ ９：３０）。 
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日常生活継続支援加算 

（従来型） 
３６円／日 

介護福祉士資格を有する職員を手厚く配置することに

より、可能な限り個人の尊厳を保持しつつ日常生活を

継続することができるよう支援している。 

介護職員等処遇改善加算

（Ⅰ）※令和６年６月以降 

上記①＋② 

(１月合計)の

１４．０％／

月 

キャリアパス要件及び職場環境等要件を満たし、介

護職員の処遇改善等を実施している場合。 

 

☆契約者がいまだ要介護認定を受けていない場合には、サービス利用料金の金額を一旦お支払いい

ただきます。要支援又は要介護の認定を受けた後、自己負担額を除く金額が介護保険から払い戻

されます（償還払い）。償還払いとなる場合、契約者が保険給付の申請を行うために必要となる事

項を記載した「サービス提供証明書」を交付します。 

 ☆介護保険からの給付額に変更があった場合、変更された額に合わせ契約者の負担額を変更します。 

  

③特別な費用 

加 算 費 用 具体的な内容等 

安全対策体制加算 ２０円／回 

外部の研修を受けた担当者が配置され、施設内に安

全対策部門を設置し、組織的に安全対策を実施する

体制が整備されている。（入所時に１回限り算定） 

外泊時費用 ２４６円／日 
病院等へ入院した場合及び居宅などへ外泊を認めた

場合（月限度６日、最大１２日加算される）。 

初期加算  ３０円／日 
入所日から３０日以内の期間。３０日以上の入院後

の再入所も同様。 

生産性向上推進体制加算（Ⅱ） １０円／月 

入所者の安全ならびに介護サービスの質の確保およ

び職員の負担軽減に資する方策を検討するための委

員会の開催や必要な安全対策を講じた上で、ICT 機

器等を導入し、生産性向上ガイドラインの内容に基

づいた業務改善を継続的に行うとともに、事業年度

毎に１回、生産性向上の取組に関する実績データを

厚生労働省に報告する場合。 

個別機能訓練加算（Ⅱ） ２０円／月 

個別機能訓練加算Ⅰを算定している入所者につい

て、訓練計画内容等の情報を厚生労働省に提出し、

機能訓練の実施に当たって当該情報その他機能訓練

の適切かつ有効な実施のために必要な情報を活用し

ている場合。 

個別機能訓練加算（Ⅲ） ２０円／月 

個別機能訓練加算Ⅱを算定している場合であって、

口腔衛生管理加算Ⅱおよび栄養マネジメント強化加

算を算定し、入所者毎に理学療法士等が個別機能訓

練計画の内容等の情報その他個別機能訓練の適切か

つ有効な実施のために必要な情報、入所者の口腔の

健康状態に関する情報および入所者の栄養状態に関

する情報を相互に共有し、かつ、共有した情報を踏

まえ、必要に応じて個別機能訓練計画書の見直しを

行い、見直しの内容について、関係職種間で共有し

ている場合。 
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栄養マネジメント強化加算 １１円／日 

管理栄養士を配置し、栄養ケア計画の作成、実施及

び評価を行い、その評価結果等を厚生労働省に提出

し、栄養管理の適切かつ有効な実施に当該情報等を

活用している場合。 

口腔衛生管理加算（Ⅱ） １１０円／月 

口腔衛生管理加算（Ⅰ）に加え、口腔衛生等の管理

に係る計画の内容等の情報を厚生労働省に提出し、

必要な情報を活用している場合。 

褥瘡マネジメント加算（Ⅰ） ３円／月 

褥瘡発生のリスクについて３月に１回評価し、リス

クがあるとされた入所者に対しケア計画の作成、褥

瘡管理を行い、その評価結果等を厚生労働省に提出

し、必要な情報を活用している場合。 

排せつ支援加算（Ⅰ） １０円／月 

排せつに支援を要する入所者等ごとに、要介護状態

の軽減の見込みについて医師又は医師と連携した看

護師が施設入所時等に評価するとともに、少なくと

も６月に１回、評価を行い、その評価結果等を厚生

労働省に提出し、排せつ支援にあたっての当該情報

等を活用している場合。 

看取り介護加算（Ⅰ） 

死亡日 31 日以上 45 日以下 
７２円／日 

看取り介護の体制（家族等への説明同意等）が出来

ている場合。 

看取り介護加算（Ⅰ） 

死亡日 4 日以上 30 日以下 
１４４円／日 

看取り介護の体制（家族等への説明同意等）が出来

ている場合。 

看取り介護加算（Ⅰ） 

死亡日の前日及び前々日 
６８０円／日 

看取り介護の体制（家族等への説明同意等）が出来

ている場合。 

看取り介護加算（Ⅰ） 

死亡日 
１,２８０円/日 

看取り介護の体制（家族等への説明同意等）が出来

ている場合。 

（３）介護保険給付の対象とならないサービス（契約書第４条） 

以下のサービスは、利用料金の金額が契約者の負担となります。 

 

①食事の提供に要する費用（食材料費及び調理費） 

・食材料費及び調理に係る費用を食費として、喫食日数によりご負担頂きます。 

・介護保険負担限度額認定証の交付を受けた方は、認定証に記載された食費の金額（１日当たり）

のご負担となります。 

②居住費（滞在に要する費用(光熱水費及び室料(建物整備等の減価償却費))） 

・従来型個室…１人部屋  多床室…２人部屋、３人部屋、４人部屋 

・介護保険負担限度額認定証の交付を受けた方は、認定証に記載された居住費の金額（１日当たり）

のご負担となります。 

・居住費については、外泊及び入院時（３ヵ月間）に、お部屋を確保している場合は費用を徴収さ

せていただきます。第４段階の方は外泊・入院の翌日より、第１～３段階の方は、６日（入院外

泊費用の対象期間）までは負担限度額認定証に記載された額とし、７日以降は原則として全額負

通  常 

（第４段階） 

介護保険負担限度額認定証に記載されている食費の額 

第１段階 第２段階 第３段階① 第３段階② 

１，６５０円／日 ３００円／日 ３９０円／日 ６５０円／日 １３６０円／日 

居室の区分 
通  常 

（第４段階） 

介護保険負担限度額認定証に記載されている居住費の額 

第１段階 第２段階 第３段階① 第３段階② 

従来型個室 １，２３１円／日 ３８０円／日 ４８０円／日 ８８０円／日 ８８０円／日 

多 床 室 ９１５円／日   ０円／日 ４３０円／日 ４３０円／日 ４３０円／日 
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担となります。 

☆経済状況の著しいその他やむを得ない事由がある場合、相当な額に変更する場合があります。 

  その場合、事前に変更の内容と変更する事由について、事前にご説明します。 

③貴重品の管理 

  契約者の希望により、貴重品管理サービスを利用いただけます。詳細は、以下のとおりです。 

  ○お預かりするもの：現金、預貯金通帳と金融機関へ届けた印鑑、有価証券、年金証書  

  ○保管管理者：施設長 

  ○出納方法：手続きの概要は以下のとおりです。 

   ・預金の預け入れ及び引き出しが必要な場合は、備え付けの届出書を保管管理者へ提出してい

ただきます。 

   ・保管管理者は、上記の届け出の内容に従い、預金の預入、及び引き出しを行います。 

・契約者に発生する支払い等の代行を致します（医療費･買い物代行等）。 

   ・保管管理者は、出入金の都度、出入金記録を作成し、その写しを契約者へ交付します。 

   ・預かり金管理料（施設代行事務手数料） ５０円／日 

 ④インフルエンザ予防接種  

本人、家族等の希望により接種します。費用は実費です。 

 ⑤レクリエーション、クラブ活動 

  契約者の希望により、レクリエーションやクラブ活動に参加していただくことができます。 

  レクリエーション行事の内容によっては、家族等への呼びかけなど行い、一緒に参加して頂き家

族等とのふれあう場を設けています。 

   

１）主なレクリエーション行事予定 

 行 事 と そ の 内 容 

４月 お花見（苑庭にて外気浴を行います。） 

お花見ドライブ（球磨川沿いの桜並木を見に出かけます。） 

５月 春のお食事会（家族等と一緒に昼食を食べます。） 

母の日（家族等とプレゼントや出し物で感謝を伝える日です。） 

こいのぼり見学（苑玄関前で外気浴を行います。） 

菖蒲湯（菖蒲湯に入り、無病息災を願います。） 

６月 父の日（プレゼントを準備し、感謝を伝える日です。） 

７月 七夕祭り（笹に飾りつけをします。） 

８月 縁日遊び（かき氷やスイカ割りを行います。） 

９月 敬老の日（家族等と一緒に敬老の日でお祝いをします。） 

彼岸供養（故人の遺徳を偲び、感謝の意を込めて供養します。） 

１０月 秋のお食事会（家族等と一緒に昼食を食べます。） 

１１月 もみじ見学（苑庭にて外気浴を行います。） 

ふれあい福祉展（展示会と屋外での食事を楽しみます。） 

１２月 ゆず湯（ゆず湯に入り、無病息災を願います。） 

クリスマス会（サンタクロースがプレゼントを持ってきてくれます。） 

１月 元旦（おせち料理をいただき、新年をお祝いします。） 

初詣（八代宮、妙見神社へお参りします。） 

２月 節分（施設内で豆まきをします。） 

３月 ひな祭り（おひなさまを飾り、お祝いをします。） 

慰霊祭（故人の遺徳を偲び、感謝の意を込めて供養します。） 

２）クラブ活動：クラブ活動の材料費は実費 

絵画、音楽、ドライブ、苑外ショッピング、レクリエーション等 



 8 

 

⑥契約者の移送に係る費用 

  契約者の通院や入院の移送サービスを行います。ただし、契約者・家族等希望による遠方の医療

機関受診や外出・外泊（盆・正月帰省、墓参り、買い物等）は移送費用５０円／km です。 

 

⑦契約書第２４条に定める所定の料金 

  契約者が、契約終了後も居室を明け渡さない場合等に、本来の契約終了日から現実に居室が明け

渡された日までの期間に係る料金を支払うものとします。 

 要介護度１ 要介護度２ 要介護度３ 要介護度４ 要介護度５ 

従来型個室 589 円 659 円 732 円 802 円 871 円 

多 床 室 589 円 659 円 732 円 802 円 871 円 

・従来型個室…１人部屋  多床室…２人部屋、３人部屋、４人部屋 

☆経済状況の著しい変化その他やむを得ない事由がある場合、相当な額に変更する場合があります。 

 

＜その他事項＞ 

 ①特別メニューの食費                         実費 

  契約者のご希望に基づいて特別な食事を提供した場合 

②理美容代                              実費 

  ２ヵ月に１回、理容師の出張による理髪サービス（理髪、顔剃り）を利用いただけます。 

 ③その他の日常生活費 

  ・日常生活の身の回り品（歯ブラシ・化粧品等）            実費 

  ・私物の洗濯代（外部のクリーニング店が行うもの）          実費 

  ・その他契約者・家族等が希望した身の回り品             実費 

 ④サービス提供とは関係のない費用 

  ・契約者の嗜好による「贅沢品」                   実費 

  ・契約者の希望に応じて立て替え払いで購入した費用          実費 

  ・契約者専用の家電製品の電気代                ５０円／日 

  ・その他契約者・家族等が希望した嗜好品・調味料や日用品等費     実費 

 

（４）利用料金のお支払い方法 

   前記（１）、（２）、（３）の料金・費用は、１ヶ月ごとに計算し、ご利用の翌月にご請求します

ので２６日までに、以下のいずれかの方法でお支払いください。（１ヶ月に満たない期間のサービ

スに関する利用料金は、利用日数に基づいて計算した金額とします。） 

ア．窓口での現金支払 （平日 ９：００～１７：００） 

イ．全国金融機関口座からの自動引き落とし 

 

６．入所中の医療の提供について 

  医療を必要とする場合は、契約者の希望により、以下の協力機関において診療や入院治療を受け

ることができます。（但し、下記医療機関での優先的な診療・入院治療を保証するものではありませ

ん。又、下記医療機関での診療・入院治療を義務付けるものでもありません。） 

①協力医療機関 

 

名 称 
独立行政法人地域医療機能推進機構 

熊本総合病院 

医療法人社団 誠和会 

ひらきクリニック 

医療法人社団 田渕会 

田渕整形外科医院 

所在地 八代市通町１０番１０号 八代市新地町６－２６ 八代市高下西町２２６８ 

診療科 内科、外科他 内科、糖尿病内科、外科 整形外科、ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ科 

居室区分 

介護度 
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②協力歯科医療機関 

医療機関の名称 増田歯科医院 

所  在  地 八代市本町１－１０－３６ 

 

７．施設を退所していただく場合 

  当施設での契約では、契約が終了する期日には特に定めていません。従って、以下のような事由

がない限り、継続してサービスを利用することができますが、仮にこのような事項に該当するに至

った場合は、当施設との契約は終了し、契約者に退所していただくことになります。（契約書第１８

条、第２１条参照） 

 ①要介護認定により契約者の心身の状況が自立、要支援、要介護１又は２と判定された場合（ただ

し、特例入所が認められた者はその限りではない。） 

 ②事業者が解散した場合、倒産した場合又はやむを得ない事由によりホームを閉鎖した場合 

 ③施設の減失や重大な毀損により、契約者に対するサービスの提供が不可能になった場合 

 ④当施設が介護保険の指定を取り消された場合又は指定を辞退した場合 

 ⑤契約者から退所の申し出があった場合（詳細は以下をご参照下さい。） 

 ⑥事業者から退所の申し出を行った場合（詳細は以下をご参照下さい。） 

（１）ご契約からの退所の申し出（中途解約・契約解除） （契約書第１９条、第２０条参照） 

   当施設での契約では、契約が終了する期日には特に定めていません。従って、以下のような事

由がない限り、継続してサービスを利用することができますが、仮にこのような事項に該当する

に至った場合は、当施設との契約は終了し、契約者に退所していただくことになります。（契約書

第２１条参照） 

 ①介護保険給付対象外サービスの利用料金の変更に同意できない場合 

 ②施設の運営規程の変更に同意できない場合 

 ③契約者が入院された場合 

 ④事業者もしくはサービス従事者が正当な理由なく本契約に定める介護福祉施設サービスを実施し

ない場合 

 ⑤事業者もしくはサービス従事者が守秘義務に違反した場合 

 ⑥事業者もしくはサービス従事者が故意又は過失により契約者の身体・財物・信用等を傷つけ、又

は著しい不信行為、その他本契約を継続しがたい重大な事情が認められる場合 

 ⑦他の利用者が契約者の身体・財物・信用等を傷つけた場合もしくは傷つける恐れがある場合にお

いて、事業者が適切な対応をとらない場合 

（２）事業者からの申し出により退所していただく場合（契約解除） （契約書第２１条参照） 

  以下の事項に該当する場合には、当施設から退所していただくこともあります。 

 ①契約者が、契約締結時に、その心身の状況及び病歴等の重要事項について、故意にこれを告げず、

又は不実の告知を行い、その結果本契約を継続しがたい重大な事情を生じさせた場合 

 ②契約者によるサービス利用料金の支払いが３ヶ月以上遅延し、相当期間を定めた催促にも拘らず

これが支払われない場合 

 ③契約者が、故意又は重大な過失により事業者又はサービス事業者もしくは他の利用者等の生命・

身体・財物・信用等を傷つけ、又は著しい不信行為を行うことなどによって、本契約を継続しが

たい重大な事情を生じさせた場合 

 ④契約者が連続して３ヶ月以上病院又は診療所に入院すると見込まれる場合もしくは入院した場合 

 ⑤契約者が介護老人保健施設に入所した場合もしくは介護療養型医療施設に入院した場合 

 

  ＊契約者が病院等に入院した場合の対応について＊ （契約書第２３条参照） 

当施設に入所中に、医療期間への入院の必要性が生じた場合の対応は、以下のとおりです。 

①検査入院等６日間以内の短期入院の場合 



 10 

６日間以内で入院された場合は、退院後再び施設に入所することができます。但し、入院期間

中であっても所定の利用料金をご負担いただきます。 

  ＊入院後６日間：「居住費（重要事項説明書５.(３)②参照）」＋「外泊時費用」（１日当たり） 

②７日間以上３ヶ月以内の入院の場合 

   ３ヶ月以内に退院された場合には、再び当施設入所できるものとします。但し、入院期間中で

あっても所定の利用料金（重要事項説明書５.(３)②参照）をご負担いただきます。 

  ③３ヶ月以内の退院が見込まれない場合 

   ３ヶ月以内の退院が見込まれない場合には、契約を解除する場合があります。本人の症状によ

り家族等、関係医療機関、施設と協議の上３ヶ月以内に解除する場合があります。この場合に

は、当施設に再び入所することはできません。但し、当施設が満室の場合でも短期入所生活介

護（ショートステイ）を利用できるようにします。 

（３）円満な退所のための援助 

   契約者が当施設を退所する場合には、契約者の希望により事業者は契約者の心身の状況、置か

れている環境等を勘案し、円滑な退所のために必要な以下の援助を契約者に対して速やかに行い

ます。 

  ○適切な病院もしくは診療所又は介護保健施設等の紹介 

  ○居宅介護支援事業者の紹介 

  ○その他、保険、医療サービス又は福祉サービス提供者の紹介 

 

８．残置物引取人 

  契約締結にあたり、身元引受人をお願いすることはありません。但し、入所契約が終了したあと、

当施設に残された契約者の所持品（残置物）を契約者自身が引き取れない場合に備えて「残置物引

取人」を定めさせていただきます。（契約書第２５条参照） 

  当施設は「残置物引取人」に連絡のうえ、残置物を引き取っていただきます。又引き渡しにかか

る費用については、契約者又は「残置物引取人」にご負担いただきます。 

 ＊入所契約締結後に残置物引取り人が定められていない場合であっても、入所契約を締結する事は

可能です。 

 

９．苦情の受け付けについて （契約書第２７条参照） 

    当施設における苦情やご相談は、苦情対応窓口を設置し、提供したサービス等に関する苦情に適

切に対応します。 

＜施設内の苦情申し出窓口＞ 

  社会福祉法人法第８２条の規定により、ま心苑では利用者からの苦情に適切に対応する体制を整

えております。 

記 

 

  １．苦情解決責任者  山本 啓宏（特別養護老人ホームま心苑 施設長） 

   （イ）施設所在地  八代市敷川内町２２５１番地の１ 

   （ロ）電話番号   ０９６５－３１－７６００ 

   （ハ）ＦＡＸ番号  ０９６５－３１－６０６７ 

  ２．苦情受付担当者  益田 亜衣（特別養護老人ホームま心苑 生活相談員） 

  ３．第三者委員    内田 秀男（連絡先 八代市敷川内町７７２   電話３８－２０５９） 

中村 美子（連絡先 八代市古城町２３０６－５ 電話３２－７８０２） 

   

４．苦情の解決方法 

   （１）苦情の受付 

      苦情は面接、電話、書面等により苦情受付担当が午前８時３０分から午後５時まで受け
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事故発生時及び緊急時のマニュアル 

付けます。尚担当不在の場合は事務所職員までお申し出下さい。又、第三者委員に直接苦

情申し出ることもできます。 

   （２）苦情受付の報告、確認 

      苦情受付担当が受付した苦情を苦情解決責任者と第三者委員（苦情申し出人が第三者委

員へ報告拒否した場合を除く）に報告いたします。第三者委員は内容を確認し苦情申し出

人に対して報告を受けた旨を通知します。 

   （３）苦情解決のための話し合い 

      苦情解決責任者は、苦情申し出人と誠意をもって話し合い、解決に努めます。その際、

苦情申し出人は第三者委員の助言や立ち会いを求めることができます。尚、第三者委員の

立ち会いによる話し合いは次により行います。 

ア．第三者委員による苦情内容の確認 

イ．第三者委員による解決案の調整、助言 

ウ．話し合いの結果や改善事項等の確認 

   （４）熊本県「運営適正化委員会」の紹介 

      本法人で解決できない苦情は、熊本県社会福祉協議会に設置された「運営適正化委員会」

（電話０９６－３２４－５４５４）、又、国民健康保険団体連合会（電話０９６－２１４－

１１０１）、八代市長寿支援課等に申し立てることができます。 

５．利用者等の意見を把握する体制、第三者による評価の実施状況等 

利用者アンケート調査、意見箱等利用者の

意見等を把握する取組の状況 
あり 結果の公表 あり 

第三者による評価の実施状況 なし 結果の公表 なし 

 

１０．事故発生時の対応 

  １．事故発生時は下記の事故発生時のマニュアルにより対応します。 

  ２．介護事故が発生した場合は、市町村、利用者の家族等に報告し、賠償すべき事故である場合

には、速やかに損害賠償を行うこととします。 

  ３．事故対策委員はま心苑施設長、副施設長、嘱託医、生活相談員、介護支援専門員、看護主任、

介護主任７名とします。 

 

 

                   事故発生 

 

     生活相談員         発 見 者     応急処置 

 

     事 務 長          看護職員     必要により病院受診・入院 

                   嘱 託 医     家族等に連絡 

     副 施 設 長 

 

施 設 長        事故対策委員会 

 

※緊急対応時の責任者 山本 啓宏（特別養護老人ホームま心苑 施設長） 

＊生活相談員は事故報告書作成する。 

＊事故の程度により嘱託医・看護職員・家族等への連絡など行い方針を定め、必要により施設長の

指示を受ける。 

＊協力病院としては熊本総合病院、ひらきクリニック、田渕整形外科医院があるが、家族等の希望
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により他の病院を受診し入院となることもある。 

 

１１．勤務体制の確保等 

（１）本施設は入所者に適切なサービスを提供できるよう、職員の勤務の体制は別紙のとおりと

します。 

（２）本施設は、当該施設の職員によってサービスを提供します。ただし、入所者の処遇に直接

影響を及ぼさない業務については、この限りではありません。 

（３）本施設は、職員に対し、その資質の向上のための研修の機会を確保しなければなりません。

その際、本施設は、全ての職員（看護師、准看護士、介護福祉士、介護支援専門員、介

護保険法第 8 条第 2 項に規定する政令で定める者等の資格を有する者その他これに類す

る者を除く。）に対し、認知症介護に係る基礎的な研修を受講させるために必要な措置を

講じるものとします。 

   ①採用時研修  採用後 3 か月以内 

   ②継続研修  年 1 回 

（４）本施設は、適切なサービスの提供を確保する観点から、職場において行われる性的な言動

又は優越的な関係を背景とした言動であって業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより

職員の就業環境が害されることを防止するための方針の明確化等の必要な措置を講じます。 

 

１２．非常災害時の対策 

（１）当施設に災害対策に関する担当者（防火管理者）を置き、非常災害対策に関する取り組

みを行います。 

   災害対策に関する担当者（防火管理者） 介護職 山田 和男 

（２）非常災害に備えて、消防計画、風水害、地震等の災害に対処するための計画を作成し、

非常災害時の関係機関への通報及び連携体制を整備し、それらを定期的に従業員に周知しま

す。 

（３）定期的に避難、救出、その他必要な訓練（夜間想定訓練を含む。）を行います。 

   ①非常災害・避難訓練（地域住民参加型）年１回 

   ②火災・避難訓練（昼間・夜間想定） 各年１回 

   

１３．虐待の防止のための措置に関する事項 

（１）入居者の人権の擁護・虐待の発生又はその再発を防止するため、以下の措置を講じてい

ます。 

   ①虐待防止に関する担当者を選定しています。 

    虐待防止に関する担当者 生活相談員 益田 亜衣 

②虐待防止委員会を設置し、委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことができるもの

とする。）を定期的に開催するとともに、その結果について従業者に周知徹底を図ります。 

③虐待防止のための指針の整備 

④虐待を防止するための従業者に対する研修の実施 

（２）サービス提供中に、当施設従業者又は擁護者（入居者の家族等）による虐待を受けたと

思われる入居者を発見した場合は、速やかにこれを市町村に通報するものとします。 

 

１４．身体拘束の禁止・適正化に関する事項 

 （１）当施設は、入居者の身体拘束は行いません。ただし、当該入居者又はほかの入居者等の

生命又は身体を保護するため、緊急やむを得ない場合には身体拘束の内容、目的、理由、

期間等を記載した説明書、経過記録、検討記録等の整備と適正な手続き並びに、家族の

同意を得た場合のみ身体拘束を行うことが出来ます。 

（２）当施設は、身体拘束等の適正化を図る為、次に掲げる措置を講じます。 
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   ①当施設は、身体拘束等の適正化のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活

用し行うことが出来るものとする）を 3 ヶ月に 1 回以上開催するとともに、その結果に

ついて、従業者に周知を図ります。 

   ②身体拘束等の適正化のための指針を整備します。 

   ③介護職員等に対し、身体拘束等の適正化のための研修を定期的に実施します。 

    また、介護職員等の新規採用職員に対し身体拘束適正化のための事業所の方針・体制等

について新規採用時研修を実施します。 

  

１５．感染症対策等に関する事項 

 （１）当施設は、感染症又は食中毒が発生、又はまん延しないように次の各号に掲げる措置を

講じるものとします。 

   ①施設における感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会（テレビ電

話装置等を活用して行うことができるものとする。）をおおむね 3 ヶ月に 1 回以上開催す

るとともに、その結果について、従業者に周知徹底を図ります。 

   ②施設における感染症の予防及びまん延の防止のための指針を整備します。 

   ③施設において、従業者に対し、感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練を

定期的に実施します。 

   ④前 3 号に掲げるもののほか、「厚生労働大臣が定める感染症又は食中毒の発生が疑われる

際の退所等に関する手順」に沿った対応を行います。 

 

１６．業務継続計画の策定等について 

 （１）感染症や非常災害の発生において、契約者に対する指定介護福祉施設サービスの提供を

継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（業務

継続計画）を策定し、当該業務継続計画に従って必要な措置を講じます。 

 （２）従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期的

に実施します。 

 （３）定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行います。 

 

 

 

令和   年   月   日 

 

指定介護老人福祉施設サービスの提供の開始に際し、本書面に基づき重要事項の説明を行いました。 

 

     指定介護老人福祉施設  特別養護老人ホーム ま心苑 

 

     説明者職名       氏名             印 

 

 私は、本書面に基づいて事業者から重要事項の説明を受け、指定介護老人福祉施設サービスの提供 

開始に同意しました。 

 

      契約者住所                      

氏名                     印 

 

      代理人（兼 連帯保証人） 

   住所 

         氏名                     印 
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連帯保証人 

※代理人と同一の場合は、住所は同上と記載のうえ、著名、捺印して下さい。 

住所 

   氏名                     印 


